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産 業 労 働 部

　　　　

 

新秋田元気創造プランの推進

目指す姿１　産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化

　

目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大

拡【あきた企業立地促進助成事業】1,482,729千円
   ・賃上げする企業の雇用要件緩和、賃金水準が高い｢研究開発型企業｣へのインセンティブの拡充

拡【はばたく中小企業投資促進事業】91,900千円
   ・賃上げする中小企業の雇用要件緩和､賃金水準が高い｢研究開発型企業｣へのインセンティブの拡充
　　

継【県･市町村立地基盤整備連携事業】
　・市町村が実施する立地基盤整備への支援
　　

新【誘致案件開拓事業】7,335千円
　・コロナ前より業績が向上し、国内での立地計画がある企業を抽出する調査を実施

   

拡【中小企業振興資金貸付事業】R4融資枠 158億円
　・県内企業におけるサステナビリティを推進するため「SDGｓ推進枠」を創設
　　　　　

拡【職業能力開発支援事業】559,967千円
　・訓練メニューの拡充やオンラインによる訓練実施など、在職者の学び直しを支援
　　　　　　

拡【あきた起業促進事業】45,889千円
　・起業意識の醸成や県内で新規事業を立ち上げる女性や若者等への支援
　　　　

拡【県内企業輸出促進応援事業】20,053千円
　・県内企業の海外展開活動に対する助成及び海外オンラインビジネス等の取組を支援
　　　　

拡【技術イノベーション創出・活用促進事業】12,500千円
   ・中長期的な視点で先端的な技術を生み出す研究開発等の支援
　　

　目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化

拡【食品事業者基盤強化事業】20,339千円
　・事業者間連携や先進技術の導入等による生産性向上の取組を支援
　　

拡【伝統的工芸品等振興事業】32,446千円
   ・異業種等と連携した販路開拓及び付加価値の高い新商品開発の取組を支援　
   ・第39回伝統的工芸品月間国民会議全国大会秋田大会の開催
　　

拡【環境・リサイクル産業集積促進事業】58,811千円
　・次世代レアメタル等リサイクル戦略推進会議の開催
　・使用済ソーラーパネルリサイクルの拠点形成支援
　　

　　〔再掲〕【商業・サービス産業経営革新事業】

　

拡【経営資源融合支援事業】66,852千円
   ・企業連携の専門家派遣やセミナーの開催､M&Aに取り組む企業への助成を実施
　　

拡【商工団体組織活動強化事業】5,410千円（全体:1,643,312千円）円
   ・「企業連携推進員」の配置
　　

継【ＤＸ加速化プロジェクト形成事業】24,047千円●●千円
   ・産業競争力強化や地域課題等の解決を図るため、ＤＸの先行事例を創出
　　

拡【ＤＸ普及啓発・促進事業】8,459千円●●千円
　・デジタル技術の導入事例、支援メニュー等の情報発信

　・相談会、個別企業への伴走型支援の実施、トライアル導入する企業への支援

   

応援制度の構築

拡【賃金水準向上に係る制度融資の創設・拡充】R4融資枠 88億円
　・賃金水準向上資金・賃金水準向上枠の創設､事業承継資金の保証料補助拡充
　　

新【リーディングカンパニー創出応援事業】50,340千円●千円
   ・地域経済を牽引するリーディングカンパニー創出に向けて企業の取組を支援
　　

新【ものづくり革新総合支援事業】78,127千円
   ・新たな事業活動や、デジタル技術等を導入した生産性の改善を支援
　　　

新【商業・サービス産業経営革新事業】60,871千円
　・自社の強みやICTを活用した新分野進出や業態転換等の取組を支援

生産性の向上

県内就業率の向上

選択・集中プロジェクト

カーボン
ニュートラル

目指す姿２　地域資源を生かした成長産業の発展

　　　

賃金水準の向上
賃金水準1.5～2.0%以上増

の計画策定等

デジタル化の推進

カーボンニュートラル
　　　への挑戦

新【多様な働き方ができる職場づくり促進事業】7,671千円
　・柔軟な働き方の導入支援や好事例の普及により、多様な人材の就業を促進

〔再掲〕選択・集中プロジェクト　賃金水準の向上　10事業

カーボン
ニュートラル

新【輸送機産業電動化等対応促進事業】356,244千円　　　　　　　

  ・輸送機産業の電動化等に対応するため､人材開発や研究開発､設備導入等を支援
　　

継【航空機システム電動化研究・開発推進事業】319,431千円　　　　　　　
  ・航空機システム電動化のための開発拠点形成に向けた新世代モーターの研究開発
　　

拡【新エネルギー産業創出・育成事業】77,675千円
  ・県内企業のマッチング ､メンテナンス・部品製造の人材育成の支援、浮体式の可能性検討
　　

新【デジタル牽引企業創出支援事業】15,422千円
  ・県内情報関連産業を牽引する企業創出を図るため､県内ICT企業の成長戦略に基づく取組を支援
　　

拡【デジタル人材確保・育成事業】25,110千円
  ・デジタルマーケティング手法等を活用したAターン人材と県内ICT企業のマッチング支援
  ・経営者と従業員が一体となったデジタル化計画の策定・実践による企業内人材育成を支援
    

新【医療福祉・ヘルスケア産業成長促進事業】22,576千円
   ・医療福祉関連産業の振興や先駆的な県外企業等との協業によるヘルスケアビジネスの創出

デジタル

カーボン
ニュートラル

カーボン
ニュートラル

デジタル

カーボン
ニュートラル

新【オンラインインターンシップ促進事業】8,800千円
　・県内企業のオンラインを活用したインターンシップの普及を促進

デジタル

デジタル

デジタル

賃金向上

賃金向上

賃金向上

デジタル

拡【職業転換促進事業】32,000千円　　
   ・離職者や不安定就労者の職業転換による就労支援を実施
　

デジタル

賃金向上

デジタル

賃金水準の向上
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制度融資の概要について

産 業 政 策 課

１ 目 的

県内中小企業が行う経営基盤強化や新事業展開等の多様な資金需要に対応するため、

制度融資により資金繰りの円滑化を支援する。

２ 新規融資枠

（単位：億円）

資 金 名 主な資金の内容 新規融資枠

中小企業振興資金 一般資金、災害復旧資金等 １５８

経営安定資金 １９６

通常枠、借換枠等 ８１

新型コロナウイルス感染症対策枠等 １１５

新事業展開資金 ３９

事業革新資金（賃金水準向上枠） １０

事業承継資金 ２０

創業支援資金等 ９

賃金水準向上資金 ６０

その他の資金 アグリ、企業再生、組合組織 １２

合 計 ４６５

３ 予算額 ３６,２６２,４６１千円

内 訳 ・預託金 ３２,７６１,０００千円

・保証料補助金 ７４０,０４７千円

・利子補助金 ２,７６１,４１４千円

財源内訳 ・国 庫※１ ２７,００６千円

・繰入金※２ １,２５０,１５４千円

・諸収入※３ ３２,７６１,３０４千円

・諸収入※４ ２,０８２,５５２千円

・一般財源 １４１,４４５千円

※１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

※２ 秋田県中小企業経営安定臨時対策基金繰入金

※３ 預託金元利金収入

※４ 中小企業再生支援利子補給助成金
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４ 制度のポイント

（１）経営安定資金 新型コロナウイルス感染症対策枠

経営安定資金新型コロナウイルス感染症対策枠の無保証料融資を継続する。

・融 資 対 象 売上高等が前年同期比で減少することが見込まれる者

・融 資 枠 110億円

・貸付限度額 8,000万円

・貸 付 利 率 1.35％（一般又はセーフティネット５号認定を受けた場合）

1.15％（セーフティネット４号認定を受けた場合）

・貸 付 期 間 10年以内（据置２年以内）

・保 証 料 1.40％以下（一般）

0.00％（セーフティネット４号又は５号認定を受けた場合）

（２）賃金水準向上資金

生産性の改善や規模拡大により、賃金水準の向上に取り組む企業に対して、長期安

定的な資金調達を支援する。

・融 資 対 象 事業転換、事業多角化、新市場・海外進出等を含め、

賃金水準向上を達成するための計画を有する者

・融 資 枠 60億円

・貸付限度額 4.5億円

・貸 付 利 率 金融機関所定金利

・貸 付 期 間 7年以内（期日一括）

・保 証 料 0.00％

（３）新事業展開資金事業革新資金 賃金水準向上枠

賃金水準の向上に取組む中小企業者を支援するため、新事業展開資金事業革新資金

に賃金水準向上枠を創設する。

・融 資 対 象 事業転換、事業多角化、新市場・海外進出等を含め、

賃金水準向上を達成するための計画を有する者

・融 資 枠 8億円

・貸付限度額 2億円

・貸 付 利 率 1.30％

・貸 付 期 間 10年以内（据置３年以内）

・保 証 料 0.00％

（４）新事業展開資金事業承継資金

Ｍ＆Ａ等に取組む中小企業を支援するため、事業承継資金を無保証料とする。

・融 資 対 象 Ｍ＆Ａや第三者・従業員承継で支援機関の推薦を受けた者

経営承継円滑化法による知事認定を受けた者 等

・融 資 枠 20億円

・貸付限度額 2億円

・貸 付 利 率 1.30％（事業引継ぎ支援センターの支援を受ける場合は1.10％）

・貸 付 期 間 10年以内（据置３年以内）

・保 証 料 0.00％
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経営資源融合支援事業について

産 業 政 策 課

１ 目 的

新分野進出、規模拡大による生産性及び賃金水準の向上や事業継続を図るた

め、中小企業のＭ＆Ａ、事業承継（第三者承継）、協業化、業務提携などを促

進する。

２ 概 要

（１）賃金水準向上県内展開事業【新規】 １,２５８千円

商工団体等と連携し、賃金水準向上につながる生産性の向上やＭ＆Ａ等

の方法・メリットを周知するとともに、企業の取組事例を紹介するセミナ

ーを開催する。

（２）企業連携アドバイザー派遣事業【新規】 ５９４千円

業務提携や協業化に取り組もうとする企業やグループに対し、アドバイ

ザー（専門家）を派遣する。

・実施主体 ：（公財）あきた企業活性化センター

・派遣日数 ：２日間

・予定件数 ：５件

（３）Ｍ＆Ａ支援事業 ６５,０００千円

企業規模の拡大、経営の多角化及び事業の引継等を検討している中小企

業者を支援するため、Ｍ＆Ａに要する経費を支援する。

・補 助 対 象 Ｍ＆Ａを希望する中小企業

・補助対象経費 企業概要書作成、資産査定、委託料等

・補 助 率 １／２

・限 度 額 ①Ｍ＆Ａ促進型 買い手、売り手とも１,０００千円

②Ｍ＆Ａ実現型 買い手：２,０００千円

売り手：１,０００千円

・採択予定件数 ４５件

３ 予算額 ６６,８５２千円

(新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１）賃金水準向上県内展開事業 １，２５８千円（委託料）

内訳（・セミナー開催経費 １,２５８千円）

（２）企業連携アドバイザー派遣事業 ５９４千円(補助金)

（３）Ｍ＆Ａ支援事業 ６５，０００千円（補助金）
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デジタル人材確保・育成事業について

デジタルイノベーション戦略室

１ 目 的

県内の産業基盤を支え、イノベーション推進の担い手となるデジタル人材の確保・育

成を図るため、県内ＩＣＴ企業と県内外の求職者とのマッチングを支援するとともに、

県内企業の経営者及び従業員、高校生のデジタルリテラシー向上に向けた研修等を実施

する。

２ 概 要

（１）県内ＩＣＴ企業人材確保事業 ７,７５１千円

専任職員１名を配置して、県内外の大学・専門学校等で県内ＩＣＴ企業のＰＲを行

い、学生等の県内就職を促進するほか、採用力向上を目的とした企業向けのセミナー

を開催する。

（２）秋田ＤＸクラブ運営事業 ２,８４１千円

ＩＣＴを活用した身近な課題解決に取り組む高校生のクラブ活動を支援する。

・対 象 県内高等学校のパソコン部等（継続３校 新規２校）

・内 容 先進技術に関するセミナー開催、県内ＩＣＴ企業による技術的支援等

（３）デジタル人材マッチング支援事業【新規】 ５,３４０千円

転職サイトを活用したデジタルマーケティング手法等により、県内ＩＣＴ企業と首

都圏等の人材とのマッチングを支援する。

・対 象 県内ＩＣＴ企業（１０社程度）

・内 容 県内ＩＣＴ企業が求める人材にターゲットを絞った採用情報の提供、

ＳＮＳ広告による転職フェアやオンライン面談への誘導等

（４）企業内デジタル人材育成事業【新規】 ９,１７８千円

ＤＸを推進できる企業内人材を育成するため、経営者の意識改革や従業員のスキル

習得に向けた研修を行うとともに、両者が一体となったデジタル技術の導入計画の策

定・実践を支援する。

①経営者向け意識改革セミナー

対 象 県内企業の経営者層（延べ３０人）

内 容 デジタル化により業務効率化を進めた企業の事例紹介等

②ＩｏＴ技術体験研修

対 象 県内企業の従業員等（延べ４０人）

内 容 ＩｏＴ機器やシステムの製作を行う体験研修

③経営者・従業員一体型実践育成プログラム

対 象 県内企業（５社程度）

内 容 デジタル化計画の策定、実践に対する専門家の助言・指導、成果報告

会の実施
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３ 予算額 ２５,１１０千円

財源内訳 ２１,９０８千円

１１千円

３,１９１千円

（１）県内ＩＣＴ企業人材確保事業 ７,７５１千円

（地域活性化雇用創造プロジェクト事業費補助金）

内 訳 ・報酬、期末手当、共済費 ４,０４４千円

・旅費 １,９４０千円

・使用料及び賃借料 ４５０千円

・需用費 ３８５千円

・報償費 ３６０千円

・委託料（ガイドブック制作） ３５２千円

・役務費 ２２０千円

（２）秋田ＤＸクラブ運営事業 ２,８４１千円

（地方創生推進交付金活用予定）

内 訳 ・報償費 １,９９０千円

・使用料及び賃借料 ６３０千円

・需用費等 ２２１千円

（３）デジタル人材マッチング支援事業 ５,３４０千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・委託料（転職サイト掲載料、広告費等） ５,２８０千円

・需用費 ６０千円

（４）企業内デジタル人材育成事業 ９,１７８千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・委託料(セミナー、育成プログラム実施等) ８,８１８千円

・需用費 ３６０千円
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ＤＸ普及啓発・促進事業について

デジタルイノベーション戦略室

１ 目 的

県内企業の生産性や付加価値の向上を図るため、ＤＸの推進に向けたＩｏＴやＡＩ等

のデジタル技術の普及啓発を行うとともに、その導入を促進する。

２ 概 要

（１）先進技術等情報発信事業 ３３０千円

県内企業等のデジタル化やＤＸを推進するため、ＩｏＴやＡＩ等の先進技術活用に

関するセミナー等を開催する。

・対 象 県内企業等

・内 容 先進技術活用に関するセミナー（３回）、取組事例発表会（２回）

（２）ＤＸ推進ポータルサイト運営事業 ３６３千円

デジタル技術に関する活用事例や導入支援制度の最新情報等を発信するとともに、

県内企業の抱える課題と県内ＩＣＴ企業のソリューションのマッチングを支援する専

用サイトを運営する。

（３）デジタル技術活用シーズ・ニーズマッチング事業 ５,９６４千円

デジタル技術の活用方法について、団体等への訪問による相談会等を開催するとと

もに、事業者の個別ニーズに応じた伴走型のサポートを行うほか、デジタル技術の導

入に取り組む事業者に対して助成する。

①出張相談会

対 象 県内の業界団体、企業グループ等（１０団体）

内 容 事例紹介等のセミナー、個別相談等

②伴走型支援

対 象 県内中小企業（２０社）

内 容 産業技術センター研究員、ＩＴコーディネーター等によるトライアル

導入や本格導入に向けたアドバイス、支援制度の紹介

③トライアル導入支援補助金【新規】

補助対象 県内中小企業（２０件）

対象経費 ＩｏＴシステム、データ分析ツールの使用料等

対象期間 ３か月以内

補 助 率 １／２

限 度 額 １５万円
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（４）県内事業者のデジタル技術活用実態調査事業 １,８０２千円

県内企業のデジタル技術の活用状況を把握するとともに、活用促進に向けた課題等

を分析し、今後の取組内容の見直し等を検討するためのアンケート調査を実施する。

・対 象 県内中小企業（無作為抽出した約１,８００社）

・内 容 デジタル技術活用の現状、活用に向けた課題等

３ 予算額 ８,４５９千円

財源内訳 ６,５９１千円

１,８６８千円

（１）先進技術等情報発信事業 ３３０千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・報償費 ２４０千円

・需用費等 ９０千円

（２）ＤＸ推進ポータルサイト運営事業 ３６３千円

（地方創生推進交付金活用予定）

内 訳 ・委託料（ポータルサイト保守） ３６３千円

（３）デジタル技術活用シーズ・ニーズマッチング事業 ５,９６４千円

（地方創生推進交付金及び新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・補助金 ３,０００千円

・委託料（相談会開催） １,７２５千円

・報償費 ６００千円

・旅費 ３２９千円

・使用料及び賃借料 １７２千円

・需用費 １３８千円

（４）県内事業者のデジタル技術活用実態調査事業 １,８０２千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・委託料（アンケート発送・集計、報告書作成）１,７２５千円

・旅費等 ７７千円
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ＤＸ加速化プロジェクト形成事業について

デジタルイノベーション戦略室

１ 目 的

産業分野の競争力強化や地域課題等の解決を図るため、実証プロジェクトによるＤ

Ｘの先行事例を創出するとともに、ＤＸ推進の先導的な役割を担う県内ＩＣＴ企業を

育成する。

２ 概 要

（１）共創プラットフォーム運営事業 ４,０４７千円

プロジェクトの企画から実証までの管理業務を専門事業者に委託する。

（委託の内容）

・ワークショップや意見交換会等の企画運営

・参画企業及び技術のマッチング

・プロジェクトの進捗管理

・プロジェクトの技術分野、運営方法等への助言

（２）ＤＸプロジェクト実証事業 ２０,０００千円

（１）の事業により企画されたプロジェクトについて、試作・実証を行う。

・プロジェクト想定数 新規３件（５００万円／件）

継続２件（２５０万円／件）

３ 予算額 ２４,０４７千円

財源内訳 １２,０００千円

１２,０４７千円

（１）共創プラットフォーム運営事業 ４,０４７千円

（地方創生推進交付金活用予定）

内 訳 ・委託料（会議等開催、プロジェクト管理等） ４,０００千円

・旅費 ４７千円

（２）ＤＸプロジェクト実証事業 ２０,０００千円

（地方創生推進交付金活用予定）

内 訳 ・委託料（システム構築、機材レンタル等） ２０,０００千円
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《参考１：事業スキーム》

《参考２：令和３年度実施中のプロジェクト》

①データとデジタル技術を活用したスポーツ参画人口拡大に関する実証事業

スポーツとの関わりに応じたポイント付与等を行うアプリの運営及び関係デー

タの分析により、スポーツ参画人口の拡大等を目指す。

②３Ｄ都市モデルを活用した防災、まちづくり等に関する実証事業

横手駅周辺のまちなみをバーチャル空間として構築し、浸水ハザードデータや計

画中の再開発事業を可視化するなど、新たなまちづくりのプラットフォームとして

の活用を目指す。

③再エネ大量導入時代に向けたデジタル技術の活用による電力使用量抑制等の取

組に関する実証事業

家庭や工場等の電力使用量の見える化やＡＩでのパターン分析を行い、電力需要

の平準化を促すインセンティブを付与する仕組の構築を目指す。

進捗管理

／助言

(

企画／調査 試作／実証

ＤＸプロジェクト

実証事業

（プロジェクト実施

者への委託）

・ワークショップ等の開催によるテーマ決定

・テーマ毎のＤＸプロジェクトの企画

秋田デジタルイノベーション

推進コンソーシアム

県内ＩＣＴ企業

ＤＸ

プロジェクト企画

○ ＤＸ先行事例の創出

○ 県内ＩＣＴ企業の企画力・プロジェクトマネジメント力の向上

共創プラットフォーム運営事業
プロジェクト管理業務事業者（委託）

企画運営

／マッチング

県庁各部局
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デジタル牽引企業創出支援事業について【新規】

デジタルイノベーション戦略室

１ 目 的

県内産業等のデジタル化及び県内情報関連産業を牽引する企業を創出するため、県内

ＩＣＴ企業の成長戦略に基づく取組を支援する。

２ 概 要

（１）ＩＣＴ経営戦略サポート事業 ４２２千円

県内のデジタル化需要の取り込みや、首都圏等からの受注拡大などを図るためのセ

ミナーや相談会を開催する。

・対 象 県内ＩＣＴ企業の経営者層等（延べ２０人）

・内 容 ＩＣＴに関する最新の市場動向、今後の技術展開に関する講演等

（２）牽引企業成長戦略支援事業 １５,０００千円

自社の成長戦略に基づき実施する新技術や新サービスの開発、経営基盤の強化等に

向けた取組に対して助成する。

・補助対象 県内ＩＣＴ企業（３社）

・交付要件 ５年間で次の基準を達成する事業計画であること。

①売上高１０億円以上及び売上高の伸び率が５０％以上

②給与支給総額及び初任給の伸び率が年率平均２．０％以上

・対象経費 開発費、機械装置費、技術導入費、マーケティング費等

・補 助 率 １／２

・限 度 額 ５００万円／年

・補助期間 最長３年間

３ 予算額 １５,４２２千円

財源内訳 １５,４２２千円

（１）ＩＣＴ経営戦略サポート事業 ４２２千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・報償費 ２００千円

・旅費 １７１千円

・使用料及び賃借料等 ５１千円

（２）牽引企業成長戦略支援事業 １５,０００千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・補助金 １５,０００千円
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伝統的工芸品全国大会開催事業について【新規】

（伝統的工芸品等振興事業）

地域産業振興課

１ 目 的

「第３９回伝統的工芸品月間国民会議全国大会（秋田大会）」を開催し、伝統的工芸品

に対する国民の理解を深めるとともに、本県の優れた伝統的工芸品等を国内外に発信す

る。

２ 概 要

秋田県伝統的工芸品月間推進協議会（仮称）に対して、全国大会の開催に要する経費

に係る負担金を支出する。

※ 秋田県伝統的工芸品月間推進協議会（仮称）について

産地組合、関係市町村、商工団体及び県を構成員とし、令和４年４月に設立す

る予定。

３ 予算額 １８,２４３千円（負担金）

（参考）全国大会について

国は、毎年１１月を「伝統的工芸品月間」と定めており、全国大会はその期間内の

中心イベントである。

期 間：令和４年１１月１７日（木）～２０日（日）

場 所：あきた芸術劇場ミルハス、秋田市文化創造館、秋田市にぎわい交流館ＡＵ

秋田アトリオン他

主 催 者：経済産業省、伝統的工芸品月間推進会議、（一財）伝統的工芸品産業振興

協会、日本伝統工芸士会、秋田県伝統的工芸品月間推進協議会（仮称）

来場者数：例年５～１０万人

主な内容：①伝統的工芸品月間国民会議全国大会記念式典

②全国伝統工芸士大会式典

③全国くらしの工芸展

④伝統工芸ふれあい広場

⑤日本伝統工芸士会作品展

⑥県地元催事

（秋田の伝統的工芸品展示販売、産地工房訪問ツアー、同業種・異業種

と連携した食のイベント、秋田公立美術大学の企画展示会等）
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食品事業者基盤強化事業について

地域産業振興課

１ 目 的

食品製造事業者の事業基盤と競争力の強化を図るため、事業活動の中核を担

う人材の育成のほか生産性向上に向けた事業者間連携や先進技術導入等への

支援を行う。

２ 概 要

（１）食品産業人材育成事業 ２,９３９千円

生産性向上や営業力強化に必要なプロセスに関する講座等を実施し、人材

の育成等を支援する。

（２）食品事業者生産性向上支援事業 １,０６１千円

トヨタ自動車東日本（株）の協力のもと、食品製造現場における改善活動

を支援するとともに、その活動を普及啓発する。

（３）食品機器県内発注モデル支援事業 ５,０３２千円

食品加工機器の県内発注による整備モデルとなる取組を支援する。

・補 助 率 ２／３

・限 度 額 ５,０００千円（下限１,０００千円）

（４）食品事業者躍進支援事業 ５,００２千円

各種施策を活用した支援プランの提案等を行うコーディネーターを配置

し、食品製造事業者の事業拡大に向けた取組を支援する。

（５）食品製造業イノベーション推進事業【新規】 ４,７８２千円

ＡＩ、ＩoＴ等先進技術を活用した生産性向上の取組を支援する。

①食品製造業生産性向上フォーラム・先進技術相談会の開催

②食品製造業イノベーション推進事業費補助金

・補 助 対 象 小規模食品製造事業者

・補助対象経費 機械器具導入費、ソフトウェア導入費 等

・補 助 率 ２／３

・限 度 額 ６００千円

（６）食品事業者等コラボレーション支援事業【新規】 １,５２３千円

食品製造事業者を中心としたグループが、アドバイザー等の伴走支援の下

で連携・協業化による生産性向上等を目指す取組を支援する。

・補 助 対 象 県内に事業拠点を有するグループ

・補助対象経費 新商品開発費、機械器具等導入費 等

・補 助 率 １０／１０

・限 度 額 ５００千円

・補 助 期 間 ２年以内
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３ 予算額 ２０,３３９千円

財源内訳 ９,７２８千円

１１千円

１０,６００千円

（１）食品産業人材育成事業 ２,９３９千円

内 訳 ・委託料（講座等運営企画業務） ２,８７２千円

・会場使用料等 ６７千円

（２）食品事業者生産性向上支援事業 １,０６１千円

内 訳 ・補助金 １,０４１千円

・職員旅費等 ２０千円

（３）食品機器県内発注モデル支援事業 ５,０３２千円

（地方創生推進交付金活用予定）

内 訳 ・補助金 ５,０００千円

・職員旅費等 ３２千円

（４）食品事業者躍進支援事業 ５,００２千円

（地方創生推進交付金活用予定）

内 訳 ・人件費（コーディネーター） ４,３３８千円

・コーディネーター旅費等 ６６４千円

（５）食品製造業イノベーション推進事業 ４,７８２千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生推進交付金活用予定）

内 訳 ・補助金 ３,０００千円

・講師謝金 １,２００千円

・講師旅費 ２７７千円

・会場使用料等 ３０５千円

（６）食品事業者等コラボレーション支援事業 １,５２３千円

内 訳 ・補助金 ５００千円

・アドバイザー謝金 ５００千円

・アドバイザー旅費 ３４７千円

・職員旅費等 １７６千円
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産学官連携ブースター事業について【新規】

（技術イノベーション創出・活用促進事業）

地域産業振興課

１ 目 的

県内企業、大学等の連携強化により、新たなビジネスを創出することで、県内企業の

高付加価値化、県内就業率の向上等を促進する。

２ 概 要

新たなビジネスの創出等に向けて、県内企業や大学等が連携して行う、スタートアッ

プや新事業の社会実装に向けた技術改良、時代のニーズを先取りしたイノベーションの

創出、女性活躍推進に資するシステムやサービス構築等のための取組を提案公募型によ

り支援する。

・委 託 先 審査委員会により選定された企業、大学等

・募 集 分 野 ①急成長期待・地域課題解決分野

②新技術開発分野

③女性活躍推進分野

・対 象 経 費 新製品やサービスの事業化に向けた調査、研究、開発等に要する

費用（需用費、旅費、人件費等）

・委 託 料 ３,０００千円／件 以内

・件 数 ３件

３ 予算額 ９,０００千円（委託料）

＜事業の流れ＞

県単事業※活用

による事業化

公募 → 審査 → 委託 → 事業実施 → 成果報告

国等事業活用による

研究ステップアップ

※ものづくり革新総合支援事業、新事業創出・業態転換等支援事業、新事業展開資金貸

付事業 等

＜テーマ例＞

○ ジャンボウサギ胚凍結保存及び胎児発生の安定化による計画的繁殖方法の確立

○ 企業の健康診断を通じた妊孕性検査と婦人科遠隔相談による行動変容実証実験

○ Ｘ線レーザー発生装置のための高精度電磁石の開発 等
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リーディングカンパニー創出応援事業について【新規】

地域産業振興課

１ 目 的

生産性向上による賃金水準の向上や企業価値の向上に資する取組を支援し、

地域経済を牽引するリーディングカンパニーを創出する。

※リーディングカンパニー

生産性向上に向け、生産体制の整備拡充や経営規模拡大等に取り組むととも

に、SDGs や女性活躍推進等の企業価値向上を図る取組を積極的に推進するこ
とにより、地域経済を牽引する役割が期待される企業

２ 概 要

（１）伴走型リーディングカンパニー育成支援事業 ５,３４０千円

リーディングカンパニーを目指す企業に対して、成長戦略策定から生産性

向上の取組まで一貫した伴走支援を実施するとともに、県内企業の上場への

機運醸成等を図るためのセミナーを開催する。

（２）リーディングカンパニー創出支援事業 ４５,０００千円

生産性の向上や企業価値の向上に資する取組に要する経費を助成する。

・補助対象 賃金水準や企業価値の向上等を目指す企業（製造業）

・交付要件 ５年間で次の基準を達成する事業計画であること

①労働生産性の伸び率が年率平均３．０％以上

②給与支給総額及び初任給の伸び率が年率平均２．０％以上

等

・対象経費 新商品開発経費、販路拡大に要する経費、生産性向上に要す

る経費、企業ブランド向上に要する経費（女性活躍推進に要

する経費も対象） 等

・補 助 率 １／２

・限 度 額 １５,０００千円／年

・補助期間 最長３年間

３ 予算額 ５０,３４０千円

財源内訳 ５,３２９千円

１１千円

４５,０００千円

「地域活性化対策基金」

「労働保険料納付金」

（１）伴走型リーディングカンパニー育成支援事業 ５,３４０千円

内訳 ・報酬（タスクフォースマネージャー）４,３０６千円

・講師謝礼、職員旅費等 １,０３４千円

（２）リーディングカンパニー創出支援事業 ４５,０００千円（補助金）

内訳 ・補助金 １５,０００千円×３社 ４５,０００千円

-16-



医療福祉・ヘルスケア産業成長促進事業について【新規】

地域産業振興課

１ 目 的

成長が見込まれる医療福祉・ヘルスケア関連産業への県内企業の参入を促進

するとともに、多様な企業が連携するヘルスケアビジネスを創出する。

２ 概 要

（１）デジタルプラットフォーム構築事業 ３,９５４千円

オンラインでのビジネスマッチングを促進するプラットフォームを構築

し医療福祉機器等の開発や販路開拓を支援する。

（２）協業型ヘルスケアビジネス創出支援事業 ２,３０２千円

ヘルスケア分野の先駆的な県外企業等と県内企業との協業に向けた連携

体制を構築するためのワークショップを開催する。

（３）ヘルスケア・医療機器等開発支援事業 １４,０００千円

① 開発型

医療福祉分野のデジタル化等に対応した製品開発を支援する。

・補 助 対 象 県内中小企業

・補助対象経費 研究開発費等

・補 助 率 １／２

・限 度 額 １,５００千円

② 協業型

ヘルスケア分野の先駆的な県外企業等と県内企業がワークショップを

通じて策定した協業ビジネスプランに基づき行う実証事業の実施を支援

する。

・補 助 対 象 県内中小企業

・補助対象経費 実証経費等

・補 助 率 ２／３

・限 度 額 ５,０００千円

（４）医療福祉・ヘルスケア産業人材確保育成事業 １,６２０千円

企業説明会の開催等により県内学生の地元企業への定着を図るとともに、

企業向けセミナーを開催し県内企業の参入を支援する。

（５）マッチング推進事業 ７００千円

県内企業の製品開発や販路開拓などのコーディネート活動を行う。
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３ 予算額 ２２,５７６千円

財源内訳 １,０００千円

㊀ ２１,５７６千円

（１）デジタルプラットフォーム構築事業 ３,９５４千円

内 訳 ・委託料 ３,６４４千円

（オンラインプラットフォームの構築等）

・会場使用料等 ３１０千円

（２）協業型ヘルスケアビジネス創出支援事業 ２,３０２千円（委託料）

（ワークショップ開催、ビジネスプラン作成支援等）

（３）ヘルスケア・医療機器等開発支援事業 １４,０００千円（補助金）

（開発型１,５００千円×６件、協業型５,０００千円×１件）

（４）医療福祉・ヘルスケア産業人材確保育成事業 １,６２０千円

（企業版ふるさと納税寄附金活用予定）

内 訳 ・委託料（セミナー開催等） １,５７０千円

・需用費 ５０千円

（５）マッチング推進事業 ７００千円

内 訳 ・職員旅費 ５８０千円

・需用費等 １２０千円
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ものづくり革新総合支援事業について【新規】

地域産業振興課

１ 目 的

新規性・革新性の高い取組や積極的な生産性改善の取組により、競争力の強

化を図ろうとする意欲的な事業者を支援する。

２ 概 要

付加価値額及び賃金水準の向上に資する取組に要する経費を助成する。

・補 助 対 象 県内中小企業者（製造業）

・交 付 要 件 次の目標を設定した、３年以上５年以下の事業計画を策定す

ること。

①付加価値額の伸び率が年率平均３.０％以上

②給与支給総額の伸び率が年率平均１.５％以上

・補助対象経費 新商品の開発・生産、新たな販路の開拓、新たな生産方法の

導入、改善指導等に基づく生産性の改善、新分野進出に要す

る費用

・補 助 率 １／３

・補助上限額 ３,０００千円

※経営革新計画承認加算： 最大５,０００千円加算

（中小企業等経営強化法に基づき、知事等から承認を得た

経営革新計画に基づく取組の場合）

※スマートファクトリー加算： 最大２,０００千円加算

（ＩｏＴや生産管理システム等のデジタル技術の導入を

伴う取組の場合）

・補 助 期 間 交付決定の日から１２か月

※初任給が年率平均１.５％以上増加する目標を事業計画に追加している場

合並びに女性活躍推進及び若者の積極的な採用・育成に取り組む中小企業

者については、審査において加点する。

３ 予算額 ７８,１２７千円

財源内訳 ７８,１２７千円

「地域活性化対策基金」

内訳 ・補助金 ７８ ,０００千円
通常分 ３ ,０００千円×１４件＝４２ ,０００千円
経営革新計画承認加算分

５ ,０００千円× ６件＝３０ ,０００千円
スマートファクトリー加算分

２ ,０００千円× ３件＝ ６ ,０００千円
・職員旅費 １２７千円
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輸送機産業強化支援事業について

輸送機産業振興室

１ 目 的

成長産業である航空機・自動車産業の基盤強化・底上げに資する各種支援等

の実施により、本県輸送機産業の成長・拡大を図る。

２ 概 要

（１）航空機産業強化支援事業 １,７７０千円

①販路開拓支援

航空機産業アドバイザー等によるマッチング支援等

②ＱＣＤ向上支援

大手航空機メーカーＯＢ等の招聘による助言・指導等

（２）自動車産業強化支援事業 ２７,１７６千円

①商談会等開催

あきた自動車産業振興協議会や東北・北海道合同の商談会等の開催

②マッチング支援

輸送機関連企業ガイドブック作成、マッチング活動等

③輸送機産業高度支援人材の配置

プロジェクトマネージャー、中京地区アドバイザー等の配置

④ＱＣＤ向上支援

一次サプライヤー等発注側企業のニーズ把握等

⑤輸送機産業普及啓発

あきたＮＥＸＴモーターショーの開催

⑥急速充電器維持管理

急速充電器の運用

３ 予算額 ２８,９４６千円

財源内訳 ２８,９４６千円

内 訳 ・報償費 ５８５千円

・職員旅費等 ３,８４０千円

・印刷製本費 ５９４千円

・広告料 ２２０千円

・使用料 ３４０千円

・委託料 １９８千円

・負担金補助金 ２３,１６９千円
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航空機システム電動化研究・開発推進事業について

輸送機産業振興室

１ 目 的

秋田大学、秋田県立大学によるモーター及びその応用機器・システムの研究、地域企

業と連携した開発を支援することで、航空機を始めとした電動化システム関連産業の創

出と、それを担う人材の育成により県内製造業の競争力強化、地域雇用の拡大を図る。

２ 概 要

（１）事業内容

①新世代モーター及びその応用機器とシステム設計に関する研究開発

②地域産業の競争力強化に向けた地域企業との連携

・県内企業の技術ポテンシャルを生かした試作品開発、共同研究

③大学生への産業人材教育や経営者への啓発セミナー

・産業人材を育成するための学生向け課題解決型学習

・若者の心をつかむための経営者向けセミナー等

（２）補助事業

・補 助 対 象 秋田大学、秋田県立大学

・補助対象経費 事業計画に基づく研究開発に要する経費

・補 助 率 １０／１０（国２／３・県１／３ 等）

３ 予算額 ３１９,４３１千円

財源内訳 ２０１,６５８千円

１５,４００千円

１０２,３７３千円

内 訳 ・職員旅費等 １,６５８千円

・補助金 ３１７,７７３千円

補助金の内訳

・人件費・謝金 ７９,９０８千円

・研究設備・物品費 ９２,７０３千円

・共同研究・施設管理費等 １４５,１６２千円

※地方大学・地域産業創生交付金

事 業 （ 計 画 認 定 ） 期 間：１０年間（令和元年度～令和１０年度）

交 付 金 交 付 対 象 期 間： ５年間（令和元年度～令和５年度）

交付対象事業費（計画）の合計 ：１,６３５,５４４千円
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輸送機産業電動化等対応促進事業について【新規】

輸送機産業振興室

１ 目 的

輸送機産業の電動化が急速に進展する中、人材育成や研究開発のほか、

マッチング機会や設備導入などに係る総合的な支援を行うことにより、県

内輸送機関連企業等の競争力強化と新規参入の促進を図る。

２ 概 要

（１）電動化啓発促進事業 １,２１７千円

専門家等によるセミナーを開催し、県内企業に電動化に係る情報を提供

する。

・内 容：市場動向、電動化部品の生産に必要な技術情報等

・講 師：自動車メーカーＯＢ等

（２）電動化人材開発促進事業 ２,４８４千円

①県内企業ＰＲの実施

大学生に対し、県内輸送機関連企業の情報等を提供する。

・内 容：県内大学の構内において技術などの展示会を開催等

②中核人材育成研修会の開催

県内企業の中核となる技術者育成のための「あきたモノづくり塾」

を開催する。

・内 容：品質管理や現場改善のための問題解決手法等

・講 師：自動車メーカーＯＢ等

（３）電動化研究開発促進事業 ８７,１３９千円

①研究開発支援

電動化部品製造への参入等に向けて、研究開発に対し助成する。

・補 助 対 象：県内企業

・補助対象経費：試作費、原材料費等

・補 助 率：１／２

・限 度 額：２,５００千円

②軽量部品の製造に係る研究開発

大学等の知見を活用した軽量部品製造の研究開発を推進する。

・実施方法：大学等への委託により実施

（４）電動化ビジネスマッチング支援事業 １５,３６０千円

①ビジネスマッチングコーディネーターの配置

中京圏にビジネスマッチングコーディネターを配置し、商談等を支

援する。

・内 容：発注企業ニーズの収集、県内企業の商談支援等

・候 補 者：自動車メーカーＯＢ等
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②国際認証取得支援

取引や商談において求められる国際認証の取得に対し助成する。

・補 助 対 象：県内企業

・補助対象経費：コンサルティング費、審査料等

・補 助 率：１／３

・限 度 額：２,０００千円

（５）電動化設備導入支援事業 ２５０,０４４千円

電動化に係る輸送機関連部品等の生産に必要な設備導入に対し助成する。

・補 助 対 象：県内企業

・補助対象経費：設備導入経費等

・補 助 率：１／２・１／３

・限 度 額：５０,０００千円

・補 助 要 件：給与総額及び初任給年率２.０％増を３年以上実

施するための計画の策定

３ 予算額 ３５６,２４４千円

財源内訳 ３５６,２４４千円

（１）電動化啓発促進事業 １,２１７千円

内 訳 ・報償費 ６００千円

・職員旅費等 ３１７千円

・使用料 ３００千円

（２）電動化人材開発促進事業 ２,４８４千円

内 訳 ・報償費 ２１０千円

・職員旅費等 ５８４千円

・委託料（展示会開催等） １,４７４千円

・使用料、消耗品等 ２１６千円

（３）電動化研究開発促進事業 ８７,１３９千円

内 訳 ・職員旅費等 １,２５９千円

・委託料（研究開発） ７８,３６８千円

・補助金 ７,５００千円

・使用料、消耗品等 １２千円

（４）電動化ビジネスマッチング支援事業 １５,３６０千円

内 訳 ・職員旅費等 ６８４千円

・補助金 １４,６５６千円

・使用料 ２０千円

（５）電動化設備導入支援事業 ２５０,０４４千円

内 訳 ・職員旅費等 ２４千円

・補助金 ２５０,０００千円

・使用料 ２０千円
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あきた企業立地促進助成事業について

産 業 集 積 課

エネルギー・資源振興課

１ 目 的

本県経済に対し波及効果の大きい企業の立地を促進するため、工場の新増設等

の設備投資及び雇用等に係る費用の一部を助成する。

２ 概 要

（１）あきた企業立地促進助成事業

① 設備投資支援型

・対 象 業 種 製造業（環境・エネルギー型、資源素材型企業を含む）、

研究開発型企業、情報通信関連型企業

・投資額要件 ３億円以上(土地代を除く)

・雇 用 要 件 新規常用雇用者１０人以上

・補 助 率 １０％(要件に応じた補助率の加算あり)

・限 度 額 ５億円(既存立地企業の場合は３億円。要件に応じた限度額の加算あり)

② 事業集約支援型

・目 的 県内への事業集約の推進

・対 象 業 種 製造業及び製造関連サービス業

・投資額要件 事業集約に伴う経費１千万円以上

・雇 用 要 件 新規常用雇用者２人以上

・補 助 率 ２０％

・限 度 額 ２千万円

３ 予算額 １,４８２,７２９千円

（１）産業集積課分 １,４６８,９２９千円

財源内訳 ２２７,９１１千円

１,２４１,０１８千円

「電源立地地域対策交付金」

「地域活性化対策基金」

内訳 補助金 (１１件) １,４６８,９２９千円

・設備投資分 １,３３９,５６２千円

・雇用奨励費・人材育成費分 １２９,３６７千円

（２）エネルギー・資源振興課分 １３,８００千円

内訳 補助金 (１件) １３,０００千円

（環境・エネルギー型、資源素材型）

・雇用奨励費分 １３,０００千円

・事務費 ８００千円
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《別表》

あきた企業立地促進助成事業（当初予算内訳）

【産業集積課分】

1 ＤＯＷＡセミコンダクター秋田㈱ 秋田市 継続 3年目 14 3,500 3,500

2 ニプロファーマ㈱ 大館市 継続 3年目 250 62,500 62,500

3 ㈱プレステージ・インターナショナル 横手市 継続 3年目 250 62,500 62,500

4 エイブリック㈱ 大仙市 新規 708,000 106,200 106,200

5 フカイ工業㈱ 潟上市 新規 996,500 199,300 199,300

6 アルファエレクトロニクス㈱
由利本荘
市

新規 603,365 150,841 150,841

7 アゼアス㈱ 大仙市 新規 623,902 155,975 500 156,475

8 ㈱プレステージ・インターナショナル にかほ市 新規 2,100,000 315,000 315,000

9 ニューロング秋田㈱ 大館市 新規 1,537,500 307,500 367 307,867

10 東電化工業㈱ 大仙市 新規 436,400 87,280 87,280

11 東海能代精工㈱ 能代市 新規 87,331 17,466 17,466

11件 7,092,998 1,339,562 514 129,367 1,468,929

【エネルギー・資源振興課分】

1 ㈱小滝電機製作所 大館市 継続 3年目 52 13,000 13,000

1件 52 13,000 13,000

800

13,800

12件 1,482,729

投下固定資産 雇用奨励費・人材育成費

計

投下固定資産 雇用奨励費

補助金　計

事務費

　計

合　　　　計

番
号

企　業　名 所在地
新継
の別

雇用
奨励費
年度

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

番
号

企　業　名 所在地
新継
の別

雇用
奨励費
年度

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）
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《参考》制度の見直しについて

１ 目 的

賃金水準の向上や、若者や女性の県内定着に取り組む企業の設備投資を促進

するため、企業立地関係補助金の要件の見直しを行う。

２ 概 要

（１）あきた企業立地促進助成事業補助金（設備投資支援型）及びはばたく中小企

業投資促進事業補助金の改正

① 賃上げを行う企業の雇用要件の緩和

賃金水準の向上に取り組む企業の設備投資を促進するため、国の「賃上げ税

制」を活用する企業に対し、新規常用雇用者の人数要件を緩和する。

② 加算要件の拡充

ア 通常加算要件の追加

賃金水準の向上のため、大卒者等の新規雇用が多く賃金水準が高いことが見

込まれる「研究開発型企業（※１）」の立地を促進するため、補助率を加算する。

また、女性活躍推進のため、対象を限定していた「新規常用雇用者のうち 35

歳未満の女性が５割以上」の加算要件について、対象業種すべてを対象とする。

※１ 研究開発型企業・・・製造業を営む企業が行う基礎研究、応用研究又は開発研究の

事業のため研究開発部門を設置し、専従研究員を雇用する企業

イ 特別加算要件（※２）の追加

県内就業率の向上を図るため、新規常用雇用者のうちＡターン就職者や移住

者等が５割以上の場合に５％加算する「Ａターン・県内定着」を追加するとと

もに、女性管理職率が政府目標３０％を超える企業など誰もが働きやすい職場

づくりに取り組んでいる企業に５％加算する「ダイバーシティ」を追加する。

※２ 特別加算要件・・・他の都道府県と競合している場合に、特別に認定できる加算要件

国の賃上げ税制
雇用要件の緩和

要件 税額控除

中小企業

雇用者全体の給与が前年

度比２．５％以上増

増加額の３０％ 立地促進助成事業補助金

１０人以上→６人以上

はばたく中小企業補助金

５人以上→３人以上

雇用者全体の給与が前年

度比１．５％以上増

増加額の１５％ 立地促進助成事業補助金

１０人以上→８人以上

はばたく中小企業補助金

５人以上→４人以上大企業

継続雇用者の給与等支給

総額が前年度比３％以上

増

雇用者全体の増

加額の１５％
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＜補助率と加算要件の全体図＞

（２）あきた企業立地促進助成事業補助金（事業集約支援型）の改正

新型コロナウイルス感染症対策として、対象経費に生産設備関連の新規取

得費を令和３年度末まで追加しているが、一部業種は引き続き見通しが不透

明な状況が続いているため、３年間（令和６年度末まで）延長する。

（３）本社機能等移転促進事業補助金の改正

賃金水準の高い企業の誘致につなげるため、新規常用雇用者の給与が首都

圏と同等の場合、補助率４０％を５０％とする。

３ 施行時期

令和４年４月

現在の加算要件 改正案

基本補助率 １０％ 基本補助率 １０％

地域未来投資促進法に定め

る業種（電子デバイス、輸送機、

医療機器等の製造業、新エネル

ギー関連産業等）

５％

地域未来投資促進法に定め

る業種（電子デバイス、輸送機、

医療機器等の製造業、新エネル

ギー関連産業等）

５％

研究開発型企業 ５％

新規常用雇用者５０人以上 ５％ 新規常用雇用者５０人以上 ５％

新規常用雇用者のうち３５

歳未満の女性５割以上

（※輸送機関連業、医療・医

薬品関連業、新エネルギー関

連業、情報通信関連業）

５％

新規常用雇用者のうち３５

歳未満の女性５割以上

（※補助対象業種すべてを

対象とする）

５％

国内回帰・内製化 ５％

特
別
加
算

経済波及効果

３つまで

５～

１５％

特
別
加
算

経済波及効果

３つまで

５～

１５％

現地調達率 現地調達率

県内不足業種 県内不足業種

大規模雇用 大規模雇用

集積形成企業 集積形成企業

本社機能移転 本社機能移転

Ａターン・県内定着

ダイバーシティ

最大補助率 ４０％ 最大補助率 ４０％

＜本社機能等移転促進事業補助金現行制度の概要＞

・対 象 企 業 県内に本社機能等を移転する企業

・雇 用 要 件 新規常用雇用者２人以上（役員も含む）

・対 象 経 費 移転に関する事務経費、建物及び付属設備、一般設備、生産

設備、従業員の転居等に要する経費、新規常用雇用者の初年

度人件費

・補 助 率 ４０％

・限 度 額 ４,０００万円
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立地環境プロモーション強化事業について

産業集積課

１ 目的

賃金水準の高い企業を誘致することにより、その地域や業界の賃金水準

向上を促すため、本県の立地環境等をＰＲするためのツール制作、経済専

門誌、ウェブサイト及びＳＮＳでの情報発信を強化する。

２ 概要

（１）専門誌等ＰＲ広告事業 ６,２９２千円

週刊東洋経済への広告掲載及び東洋経済オンラインでの配信、秋田県

企業立地ガイドの制作やウェブサイト「あきた企業立地サポートガイド」

により、本県の立地環境等をＰＲする。

（２）デジタルプロモーション事業【新規】 ５,１８２千円

工業団地や優遇制度等に関する動画を制作する。

また、当該ＰＲ動画に誘導するため、ウェブサイトやＳＮＳ（Google、

Yahoo、YouTube、 Facebook 等）に広告を出稿する。

３ 予算額 １１,４７４千円

（１）専門誌等ＰＲ広告事業 ６,２９２千円（委託料）

内訳 ・広告掲載 ５,８３０千円

・企業立地ガイド制作 ３３０千円

・ウェブサイト維持管理 １３２千円

（２）デジタルプロモーション事業 ５,１８２千円（委託料）

内訳 ・動画制作及びＣＭ出稿 ４,９６７千円

・ウェブ検索結果ページの編集 ２１５千円
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誘致案件開拓事業について【新規】

産業集積課

１ 目的

賃金水準の高い企業を誘致することにより、その地域や業界の賃金水準

向上を促すため、誘致活動の対象となる企業の調査及び対象企業に対する

誘致活動を行うとともに、企業情報システムの改修を行い、事務の効率化

及び情報の共有化を図る。

２ 概要

（１）対象企業調査事業 ５,６２７千円

工場の立地計画を有する製造業１００社と地方拠点の設置計画を有す

る情報関連産業（データセンター及びＢＰＯセンターを含む）１００社

の抽出調査を行い、その調査結果に基づき対象企業への誘致活動を展開

する。

（２）企業情報システム改修事業 １,７０８千円

構築してから約２０年が経過し、操作性やレスポンスが悪化している

ため、当該システムを改修することにより事務の効率化を図るほか、名

刺管理機能の追加により情報の共有化を図る。

３ 予算額 ７,３３５千円

（１）対象企業調査事業 ５,６２７千円

内訳 ・委託料（企業調査業務） ３,４１３千円

・職員旅費 ２,０２７千円

・書籍購入費 １８７千円

（２）企業情報システム改修事業 １,７０８千円（委託料）

内訳 ・システム改修業務 １,７０８千円
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下新城地区工業団地整備事業について

（工業団地開発事業特別会計）

産 業 集 積 課

１ 目 的

新たな企業の進出に対応できるよう、当該団地の宅地造成の事業化に

向けた基本設計を行うための地形測量を行う。

２ 概 要

地形測量により造成予定地内の土地の形状等を把握する。

(１) 場 所 秋田市下新城中野地内

予定面積 約６０ｈａ

《位置図》

(２) 工程表

３ 予算額 ４０,０００千円（委託料）

下 新 城 東 西線 （ 市 道 ）

至 潟 上 市

国

道

７

号

至 秋 田 港 至 秋 田 市 街
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要
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道
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王

線
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月

令和４年度
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公告
入札
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商店街・飲食店街等支援事業について

商業貿易課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けている商店街・飲食店

街等における消費促進等に係る取組や、県内飲食店における「秋田県新型コ

ロナウイルス感染防止対策飲食店認証（以下「県認証」という。）」の取得に

向けた設備の導入を支援することにより、商店街・飲食店街や飲食店等の事

業の継続を図る。

２ 概 要

（１） 商店街・飲食店街等支援事業 ３００,０００千円

商店街・飲食店街等が実施する消費促進等の取組に対し助成する。

・補助対象 商店街組織、飲食店で構成される組合等

・補助対象経費 クーポンの発行、誘客や魅力発信のためのプロモーショ

ン、イベントの実施等に要する経費

・補 助 率 １０／１０

・限 度 額 １団体につき５,０００千円

(複数の団体が連携して実施する場合は５,０００千円×団体数)

緊急事態宣言期間中等の大規模イベント等が中止になった地

域において、商工団体と連携し、広域的に事業を実施する場

合には、２,５００千円上乗せする。

・補助期間 令和４年４月１日～令和５年２月２８日

（２） 飲食店感染予防環境整備支援事業（新型コロナ対策認証枠）

１４５,６４２千円

県内の飲食店等が県認証を取得するために必要な設備導入に要する経

費の一部を助成する。

・補助対象 県内で客席を設けて食事等を提供する飲食店等を営む事業

者（大企業を除く）

・補助対象経費 県認証取得に必要となる飛沫感染予防、接触感染予防及び

換気による感染予防のための設備導入に要する経費

例）ＣＯ２センサー、アクリルパーティション、自動水

栓、換気扇等

・補 助 率 ４／５

・限 度 額 ３００千円（１店舗当たり）

・想定店舗数 ４２０店舗

・補助期間 令和３年４月１日～令和４年１２月２８日
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３ 予算額 ４４５,６４２千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１） 商店街・飲食店街等支援事業 ３００,０００千円（補助金）

（２） 飲食店感染予防環境整備支援事業（新型コロナ対策認証枠）

１４５,６４２千円

内訳 ・補助金 １２６,０００千円

・委託料（事務局運営費） １５,０５４千円

・報酬等 ４,５８８千円
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商業・サービス産業経営革新事業について【新規】

商業貿 易課

１ 目 的

自社の強みやＩＣＴ等を活用した新事業の創出、生産性の向上、業態転換等

の経営革新に取り組む県内の中小企業等を支援することにより、賃金水準の向

上や県内産業の活性化を図る。

２ 概 要

（１） 新事業創出・業態転換等支援事業 ６０,２９４千円

① 通常枠

県内中小企業者が実施する新事業創出や業態転換等の取組を支援する。

・補助対象 県内中小企業（非製造業）

・補助対象経費 新商品・サービスの開発、プロセス改善等による生産性の

向上、新分野進出や業態転換に要する経費

・補 助 率 １／３以内（グループの場合は２／３以内）

・限 度 額 ５,０００千円

・補助期間 交付決定から１２か月

② デジタル化推進枠

県内中小企業者がＩＣＴ等のデジタル技術を活用して実施する新規性の

高い取組等を支援する。

・補助対象 県内中小企業（非製造業）

・補助対象経費 ＩＣＴ等のデジタル技術を活用して実施する新商品・サービ

スの開発、プロセス改善等による生産性の向上、新分野進出

や業態転換に要する経費

・補 助 率 １／２以内（グループの場合は３／４以内）

・限 度 額 ５,０００千円

・補助期間 交付決定～令和５年２月２８日

③ 小規模企業者デジタル基盤整備枠

県内小規模企業者が実施する業務のデジタル化に資するデジタル基盤の

整備等を支援する。

・補助対象 県内小規模企業者（非製造業）

・補助対象経費 デジタル基盤の整備等に要する経費

・補 助 率 １／２以内（グループの場合は３／４以内）

・限 度 額 ５００千円

・補助期間 交付決定～令和５年２月２８日

※ ①及び②において、給与支給総額及び初任給の増加(①は年率平均１．５％

以上、②は年率平均２．０％以上)を伴う３年以上の事業計画である場合や女

性活躍を推進する企業と認められる場合は、審査で加点する。
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（２） 経営革新推進事業 ５７７千円

県内事業者を対象にデジタル化や業態転換等を推進する方策を紹介する

ためのセミナーを開催する。

・参 加 者 県内の商業・サービス事業者、支援機関等

・開催場所 ３地区（県北・中央・県南）

３ 予算額 ６０,８７１千円

財源内訳 １５,２９４千円

４５,５７７千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１） 新事業創出・業態転換等支援事業 ６０,２９４千円

内訳 ・補 助 金 ６０,０００千円

・印刷費等 ２９４千円

（２） 経営革新推進事業 ５７７千円

内訳 ・講師謝礼 ９０千円

・講師旅費 １７１千円

・使用料等 ３１６千円
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県内企業輸出促進応援事業について

（海外展開・交流支援事業）

商業貿易課

１ 目 的

ウイズ・アフターコロナ下における県内事業者の貿易取引を促進し、本県経済の活性

化を図るため、県内企業の海外展開活動に対する助成やオンラインビジネス等の取組へ

の支援を行う。

２ 概 要

（１）海外展開支援事業費補助金 ７,５００千円

海外への販路拡大等に取り組む県内企業に対し、活動経費の一部を助成する。

・補助対象 県内に本社又は事業所を有する中小企業者等

・補助対象経費 海外展示会出展費、現地市場調査費、商品改良費、海外ＥＣサイト登

録費等

・補 助 率 １／２

・限 度 額 ８００千円

（２）台湾経済交流推進事業 ４,３０２千円

県内企業と台湾企業とのビジネス機会を創出するため、商談会を開催する。

・事業内容 オンライン商談会及び台湾での個別商談会の開催

・事業期間 令和４年８月頃（オンライン商談会）

令和５年１月頃（台湾個別商談会）

・委託予定先 県内の地域商社

（３）海外オンラインビジネス支援事業【新規】 ２,２５１千円

海外オンラインビジネスに関するセミナーや個別相談会を開催するほか、参入企業

に対して事業展開に必要な専門家を派遣する。

・事業内容 セミナー及び相談会の開催（全２回：ＢtoＢ、ＢtoＣ）

専門家の派遣（県内企業５社×３回程度）

（４）地域商社等による県産品輸出強化支援事業【新規】 ６,０００千円

県内企業２者以上（輸出への新規参入企業１者以上）の県産品を取りまとめて輸出

する地域商社に対し、活動経費の一部を助成する。

・補助対象 県内の地域商社等

・補助対象経費 海外展開活動に要する経費（旅費、出展費、広告費、輸送費、通訳費、

各種検査証明書取得費、ＰＲ資料作成費、委託費等）

・補 助 率 １／２

・限 度 額 ３,０００千円
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３ 予算額 ２０,０５３千円

財源内訳 ８,２５１千円

１１,８０２千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１）海外展開支援事業費補助金 ７,５００千円（補助金）

（２）台湾経済交流推進事業 ４,３０２千円

内 訳 ・委託料（商談会開催） ３,７０２千円

・職員旅費 ５５３千円

・印刷費など ４７千円

（３）海外オンラインビジネス支援事業 ２,２５１千円

内 訳 ・講師・専門家謝金 １,１０７千円

・講師・専門家旅費 ８７５千円

・職員旅費 １６１千円

・印刷費・消耗品費 ５０千円

・会場使用料など ５８千円

（４）地域商社等による県産品輸出強化支援事業 ６,０００千円（補助金）
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新エネルギー産業創出・育成事業について

エネルギー・資源振興課

１ 目 的

本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、新エネル

ギー関連産業への県内事業者等の参入を促進する。

２ 概 要

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 ７,５７１千円

①自然公園内の地熱発電に係る優良事例形成の支援

②再生可能エネルギー地域共生事業

ⅰ 風力発電に係る地域共生事業検討会議（３回）

地域社会と調和した再生可能エネルギーの導入による地域へのメ

リット等について、市町村とともに検討

ⅱ 洋上風力の固定資産税に係る研究会（１回）

ⅲ 洋上風力発電に関する県民向け理解促進イベント等

洋上風力発電の導入意義や地域へのメリット等について、県民の理

解を深めるための普及啓発イベントや広報の実施

（フォーラム、イベント、広報（県広報紙、新聞） 各１回）

内 訳 ・講師謝金 １４０千円

・職員、講師旅費 １,１３１千円

・委託料（イベント実施、広報印刷費等）３,１０４千円

・消耗品、新聞掲載料、使用料等 ３,１９６千円

（２）新エネルギー関連産業創出支援事業 １７,２１４千円

①風力発電等アドバイザー派遣事業（１回）

②洋上風力人材育成プロジェクト事業【新規】

洋上風力人材育成プロジェクトチームを設置し、本県における洋上

風力人材育成計画を策定し、人材輩出や企業育成等、人材育成の拠点

化形成を図る。

ⅰ メンバー

風力発電事業者・メーカー、県内企業、大学・高校 等

ⅱ 活動概要

・メンテナンスや部品・機器等製造に関する人材育成推進計画の

策定

・発電事業者・メーカーからの必要なスキルの調査とモデル講座

カリキュラムや職業訓練プログラム等の作成

③風力発電メンテナンス人材の育成

ⅰ 電気主任技術者の受験者拡大と県内定着を図るため、県内工業系高

校への出前講座を実施（５回）

ⅱ 県内大学に開設された講座への講師派遣（２回）
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④風力発電等メンテナンス産業参入支援事業（補助金）

風力発電等メンテナンス産業参入支援補助金（補助率１／２）

・人材育成（限度額５００千円×６人分）

・部品認証・メンテナンス認証等取得、洋上メンテナンス機器研究

開発 （限度額１，０００千円×３件）

⑤再エネ関連産業参入支援事業

県内関連企業ガイドブックの作成

内 訳 ・講師、有識者謝金 ５７０千円

・職員、講師等旅費 ２,０３６千円

・消耗品、通信費、使用料等 １,６０８千円

・洋上風力人材育成プロジェクト委託料 ７,０００千円

・風力発電等ﾒﾝﾃﾅﾝｽ産業参入支援補助金 ６,０００千円

（３）洋上風力発電導入促進事業 ７,１８６千円

①洋上風力発電導入促進事業

着床式洋上風力に係る情報収集を行うとともに浮体式洋上風力に係る

情報収集等を新たに行う。

②洋上風力発電関連産業育成事業

県内企業の育成・参入支援に向け、あきた洋上風力発電関連産業フォ

ーラムや洋上風力発電メンテナンス研究会を開催する。

（フォーラム１回、研究会２回）

③洋上風力発電関連産業高度支援人材配置事業【新規】

専門的な知見や外国語の技術用語への対応が可能な高度支援アドバイ

ザーを配置し、県内企業の洋上風力関連産業への参入を支援する。

ⅰ 委嘱する高度支援アドバイザーのイメージ

海外の洋上風力発電関連企業等との対応などの業務経験のある企

業ＯＢ等

ⅱ 支援業務内容

・関連産業参入に必要な情報の提供

・海外企業との業務経験を基にした企業折衝等への支援

・図面や仕様書等英語ドキュメントの解説等の支援

・行政による企業支援等に対するアドバイス など

ⅲ 実施規模

毎月１週（５日）程度来県し、支援を希望する企業等を訪問して

支援活動を行う

④再エネ海域利用法に係る協議会事務関係費

内 訳 ・講師、アドバイザー謝金 ３,０６４千円

・職員、講師等旅費 ３,３３５千円

・消耗品、通信費、使用料等 ７８７千円
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(４) 水素エネルギー導入促進事業 ８４６千円

①「秋田水素コンソーシアム」によるセミナー・検討会の開催（１回）

水素エネルギーの利活用に向けた、水素の製造・貯蔵技術等に関す

るセミナー、県内への水素事業導入に向けた検討会の開催

②先進事例調査の実施

内 訳 ・講師謝金 ２０千円

・職員、講師旅費 ５５４千円

・消耗品、使用料等 ２７２千円

(５) 地熱エネルギー多面的利用促進事業 ６,３６５千円

（ ６,２７３ ９２）

①コンソーシアムによる検討会等の開催（２回）

地熱エネルギーを利活用した地域活性化（産業観光における活用等）

の検討

②コンソーシアムによる先進事例調査の実施

内 訳 ・講師謝金 ４０千円

・職員、講師旅費 ４,０４０千円

・消耗品、使用料等 ２,２８５千円

(６) 新エネルギー参入活用加速化支援事業 ５,４２５千円

①新エネルギー産業拠点化の推進加速化

発電事業者や発電機メーカー等と県内企業とのマッチングセミナー

の開催（４回）や個別マッチングの実施

②新エネルギーの地産地消の推進

発電事業者と県内需要家企業との個別マッチングの実施

内 訳 ・講師謝金等 １８０千円

・職員、講師旅費 ４,１１５千円

・消耗品、使用料等 １,１３０千円

(７) 県有施設への太陽光発電設備導入調査事業【新規】 １４,８０４千円

（ １０,０００ ４,８０４）

本県におけるカーボンニュートラルへの対応を進めるため、県有施設

への太陽光発電設備導入の可能性調査を行う。

【調査概要】

①調査対象施設 ３０カ所程度

消費電力量、敷地面積等より導入効果の高い施設を選定

②調査項目

・対象施設の設置条件

・太陽光発電設備導入可能容量

・年間発電電力量 等
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内 訳 ・職員旅費 ２８４千円

・委託料 １４,５２０千円

(８) 再エネ工業団地事業【新規】 １８,２６４千円

再生可能エネルギー由来電力の活用により企業価値向上を目指す製造

業等の本県への新規立地を促進するため、県産の再生可能エネルギーを

活用する工業団地の実現に向け、条件等の調査を行う。

【調査項目】

①供給可能な県内再生可能エネルギー由来電源の発電量・変動状況

②想定される立地企業の選定と消費電力量・変動状況

③電力需要に応じた供給電力の最適化

④供給電力の貯蔵方法の最適化（蓄電池、水素） 等

内 訳 ・職員旅費等 ２６４千円

・委託料 １８,０００千円

３ 予算額 ７７,６７５千円

財源内訳 １６,２７３千円

６１,４０２千円
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職業転換促進事業について

雇用労働政策課

１ 目 的

人材が不足している業種やコロナ禍による産業構造の変化に伴う新たな人材ニーズ

に対応するため、「学び直し」による職業転換を支援するとともに、奨励金を支給する。

２ 概 要

離職者が職業訓練を修了後、人材不足業種等に就職した場合、職業転換奨励金を支

給する。

（１）支給対象者

コロナ禍による離職者で、技術専門校やポリテクセンター等の所定の職業訓

練を修了し、（２）の事業所に正社員等として就職後、３ヶ月を経過した者

（２）対象業種等

建設業、土木建築サービス業、道路貨物運送業、老人福祉・介護事業、デジタ

ル技術関連 ※下線部は令和４年度から対象に追加

（３）支 給 額

１人当たり３００千円×１００人

３ 予算額 ３２,０００千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・奨励金 ３０,０００千円

・委託料（広報費） ２,０００千円
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多様な働き方ができる職場づくり促進事業について【新規】

雇用労働政策課

１ 目 的

柔軟な勤務形態の導入や、仕事と学び直しを両立するためのキャリアアップ支

援の充実など、人材の確保・育成に向けて、多様な働き方ができる職場づくりに

取り組む企業を支援する。

２ 概 要

（１）事業内容

①「多様な働き方ができる職場づくり」促進のための意識啓発セミナーの

開催（１回）

・リモートワークなど柔軟な勤務形態の導入促進

・資格取得など社員のキャリアアップ支援制度の導入促進 等

②実践企業への支援（１０社程度）

・先進企業等とのワークショップの開催（３回程度）

・専門家の派遣（社会保険労務士、ＩＣＴ技術者 等）

③他企業への普及促進

・②の支援対象企業の取組成果を周知する報告会の開催（１回）

・ＳＮＳ等による情報発信

（２）委託予定先 民間事業者（企画提案方式により決定）

３ 予算額 ７,６７１千円（委託料）

内訳 ・講師等謝金（旅費含む） １,７００千円

・運営費っ っｄ ３,４０３千円

・広報費 １,８７０千円

・消費税及び地方消費税 ６９８千円
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オンラインインターンシップ促進事業【新規】

雇用労働政策課

１ 目 的

県内外の大学生等の県内企業に対する理解を促進するため、Ｗｅｂを活用した情報

発信や就業体験の機会を提供する「オンラインインターンシップ（ＯＩＳ）」に取り組

む企業を支援し、その普及を図る。

２ 概 要

（１）事 業 内 容

①モデル企業の創出（５社程度）

・カリキュラム作成やデジタルツール活用のための個別指導等を行い、早期（夏

季）のＯＩＳの実施を支援し、取組モデルを創出

②意識啓発セミナーの開催、ＯＩＳ実践企業への支援

・ＯＩＳの必要性等に関する理解促進のためのセミナーの開催（１回）

・ＯＩＳに取り組む企業（１５社程度）を対象に、①の取組事例も活用しなが

ら、ノウハウ習得を支援（講座開催（３回）、専門家による相談対応）

③他企業への普及促進

・モデル企業及び実践企業の取組成果を周知する報告会の開催（２回）

（２）委託予定先 民間事業者（企画提案方式により決定）

３ 予算額 ８,８００千円

(新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定)

（１）委託料 ８，７２３千円

内訳 ・講師等謝金（旅費含む） １,７５０千円

・運営費 ４,６４０千円

・広報費 ８４０千円

・会場費・機材費等 ７００千円

・消費税及び地方消費税 ７９３千円

（２）役務費、職員旅費 ７７千円
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令和４年度秋田県公営企業会計の当初予算について

公 営 企 業 課

１　電気事業会計

（１）収益的収入及び支出
・事業収益は、総額４,７７５,５４５千円を予定。うち電力料は年間３７９,７８５

千キロワットアワーの売電により、４,５７１,０４０千円を予定

・事業費は、水力発電費など総額３,９７８,７１９千円を予定

・収支差は、７９６,８２６千円の見込み

収　　　　入 （単位：千円）
款 目 予 定 額

1 事業収益 4,775,545
1 営業収益 4,616,222

1 電 力 料 4,571,040 うちFIT分
2 営 業 雑 収 益 45,182 管理受託収入 27,408

施設使用料 12,049
電力負担金 5,345
土地貸付料等 380

2 財務収益 1,265
1 受 取 配 当 金 347 東北電力株式配当金
2 受 取 利 息 918 貸付金利息 879

預金利息 39
3 営 業 外 158,058

収 益 1 長 期 前 受 金 19,584

戻 入
2 事 業 外 収 益 191
3 消費税及び地方 138,283

消 費 税 還 付 金

支　　　　出 （単位：千円）
款 目 予 定 額

1 事 業 費 3,978,719
1 営業費用 3,950,432

1 水 力 発 電 費 3,597,238 人件費 584,386
物件費
修繕費
補償費 8,249
委託費 246,628
負担金分担金 274,711
(国土交通省   90,678)
(県河川砂防課 95,822)
(その他   　  88,211)

交付金 150,000
減価償却費 860,903
除却費 37,989
除却損 49,607

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 備　　　考

823,519

項 備　　　考

285,410
1,099,355
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

2 送 電 費 59,782 人件費 20,476

物件費 4,023

修繕費 8,100

委託費 23,390

交付金 499

減価償却費 3,294

3 一 般 管 理 費 293,412 人件費 198,407

物件費 67,543

修繕費 1,110

委託費 2,952

交付金 37

減価償却費 23,086

除却損 277

2 財務費用 5,796

1 支 払 利 息 5,796 企業債利息 5,762

借入金利息 34

3 附帯事業 19,023
費 用 1 発 電 所 周 辺 19,023

地 域 等 振 興
事 業 費 用

4 営 業 外 1,468

費 用 1 事 業 外 費 用 157
2 事 業 外 固 定 1,311

資 産 管 理 費

5 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

収　支　差 （単位：千円）

796,826

項 備　　　考
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（２）資本的収入及び支出

・収入は、他会計からの長期貸付金償還金など総額４０,５７５千円を予定

・支出は、発電所の改良費など総額４,３７７,３２８千円を予定しており、主な事業

は次のとおり

小和瀬発電所大規模改良事業 千円

成瀬発電所建設事業 千円

小和瀬発電所土木施設改良事業 千円

  資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 40,575
収 入 1 受 託 金 825

1 改良工事受託金 825

2 他会計か 39,750

らの長期 1 工業用水道事業 39,750

貸 付 金 会計からの長期

償 還 金 貸 付 金 償 還 金

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 4,377,328

支 出 1 建 設 費 1,236,567

1 成 瀬 発 電 所 853,373

建 設 費
2 鳥 海 発 電 所 128,347

建 設 費

3 送 電 線 建 設 費 254,847 工事負担金

2 改 良 費 3,025,929

1 発 電 所 改 良 費 2,881,125

田沢湖発電所 147,897

八幡平第二発電所

123,546

玉川発電所 117,986

鎧畑発電所 111,955

杉沢発電所 75,808

山瀬発電所 47,263

皆瀬発電所 37,653

板戸発電所 26,574

大松川発電所 26,365

素波里発電所 13,404

他

2 発 電 事 務 所 142,739 玉川発電事務所 83,296

改 良 費 大館発電事務所 43,903

秋田発電事務所 15,540

3 業務設備改良費 2,065 本局 2,065

１,３９５,０００

８５３,３７３

５６５,０００

項 備　　　考

項 備　　　考

小和瀬発電所 2,127,957
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

3 企 業 債 94,832
償 還 金 1 企 業 債 償 還 金 94,832

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

収　支　差 （単位：千円）

△ 4,376,503

項 備　　　考

工業用水道事業会計から
の長期貸付金償還金を除
く

※不足額については、内部留保資金により補てん
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２　工業用水道事業会計 

（１）収益的収入及び支出

･

･ 事業費は、維持管理費などの総額で１,２４９,０１６千円を予定

･ 収支差は、△１６９,６１６千円の見込み

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事業収益 1,079,400

1 969,088

秋 田 工 業 用 968,782 勝平系（２４社） 940,513

水 道 使 用 料 御所野系（４社） 28,269

2 営 業 雑 収 益 306

2 110,312

1 受 取 利 息 1 預金利息
2 長 期 前 受 金
戻 入

103,112

3 雑 収 益 7,199

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事 業 費 1,249,016

1 878,340

1 維 持 管 理 費 861,043 人件費 51,199

物件費 2,853

動力費 184,651

修繕費 57,358

(緩速攪拌設備水中ﾒﾀﾙ補修 

19,327)

負担金及び分担金 20,197

(国土交通省　　 　19,798)

(その他負担金　 　　 399)

交付金 12,387

委託費 169,099

(指定管理委託  　121,380)

(その他委託費　 　47,719)

減価償却費 360,108

除却費 2,134

除却損 1,057

2 一 般 管 理 費 17,297 人件費 11,846

物件費 5,092

委託費 189

修繕費 170

事業収益は、総額１,０７９,４００千円を予定。うち秋田工業用水道使用料は、

２８社に対して一日平均１５６,８８６㎥の給水により、年間収入９６８,７８２千

円を予定

収 益 的 収 入 及 び 支 出 

項 備　　　考

営 業 収 益

営業外収益

項 備　　　考

営 業 費 用

1
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

2 33,240

1 支 払 利 息 27,156 企業債利息 26,353

借入金利息 803

2 雑 支 出 1
3 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6,083

3 332,436
1 そ の 他
特 別 損 失

332,436

4 5,000

1 予 備 費 5,000

（単位：千円）

△ 169,616

（２）資本的収入及び支出

・ 収入の予定はなし

・

勝平送水配水流量計更新工事 ３３,８０３ 千円

第二送水管通水業務委託 ２３,５００ 千円

旧雄物川水管橋耐震診断・劣化調査業務委託 ２１,１７５ 千円

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 354,299
支 出 1 139,572

1 秋 田 工 業 用
水 道 改 良 費

139,572

2 169,976

1 企業債償還金 169,976

3 39,751
1 そ の 他
長 期 借 入 金

39,751

4 5,000

1 予 備 費 5,000

（単位：千円）

△ 354,299

項 備　　　考

営業外費用

特 別 損 失
旧取水施設撤去費
（国負担金、除却損）

予 備 費

収　支　差

支出は、秋田工業用水道改良費など総額３５４,２９９千円を予定しており、主な

事業は次のとおり

資 本 的 収 入 及 び 支 出 

項 備　　　考

改 良 費

予 備 費

収　支　差

※不足額については、内部留保資金により補てん

企 業 債
償 還 金

他 会 計
借 入 金
償 還 金
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＜参考＞                  公営企業会計前年度比較表

電気事業会計 （単位：千円）

事業名

区分

収　　　入　　Ａ 4,651,334 4,775,545 124,211

うち電力料 4,596,060 4,571,040 △ 25,020

支　　　出　　Ｂ 4,328,289 3,978,719 △ 349,570

うち営業費用 4,283,045 3,950,432 △ 332,613

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ 323,045 796,826 473,781

収　　　入　　Ａ 43,061 40,575 △ 2,486

うち他会計からの長期貸付金
償還金　　　Ａ'

39,650 39,750 100

支　　　出　　Ｂ 3,231,083 4,377,328 1,146,245

うち建設改良費 3,062,366 4,262,496 1,200,130

収　支　差　　Ａ－Ａ'－Ｂ＝Ｃ △ 3,227,672 △ 4,376,503 △ 1,148,831

補　て　ん　財　源 3,227,672 4,376,503 1,148,831

内部留保資金 3,227,672 4,376,503 1,148,831

工業用水道事業会計 （単位：千円）

事業名

区分

収　　　入　　Ａ 1,072,154 1,079,400 7,246

うち秋田工業用水道使用料 968,782 968,782 0

支　　　出　　Ｂ 1,062,428 1,249,016 186,588

うち営業費用 896,776 878,340 △ 18,436

収　支　差　  Ａ－Ｂ＝Ｃ 9,726 △ 169,616 △ 179,342

収　　　入　　Ａ 0 0 0

支　　　出　　Ｂ 370,734 354,299 △ 16,435

うち改良費 158,479 139,572 △ 18,907

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ △ 370,734 △ 354,299 16,435

補　て　ん　財　源 370,734 354,299 △ 16,435

内部留保資金 370,734 354,299 △ 16,435

令和３年度 令和４年度 比　　較

収
益
的
収
支

令和３年度 令和４年度 比　　較

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支
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